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平成１８年度 国立大学法人旭川医科大学 年度計画 
 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育の成果に関する目標を達成するための措置 

○ 教養教育及び医療専門教育の成果に関する具体的目標の設定 

① 「高い実践的臨床能力」を育成するために、的確な診断・治療を行う

ための基本的臨床能力、高度先端医療を適切に実践するための論理的思

考能力、課題を主体的に解決するための問題解決能力等を重視した教育

を推進する。 

② 「豊かな人間性」を育成するために、患者理解のための臨床心理学的

能力、患者及び他の医療従事者との適切なコミュニケーション能力、患

者の人権・生命の尊厳等に関する高い倫理観等を重視した教育を推進す

る。 

③ 「国際的なコミュニケーション能力」を育成するために、文化・歴史・

社会問題等に関する幅広い視野と、外国語によるコミュニケーション能

力を重視した教育を推進する。 

○ 教育の成果・効果の検証に関する具体的目標 

入学センターを中心として、入学から卒後の職業活動までの学生の教育活

動に関する追跡システムを構築し、評価システムを検討する。 

○ 平成１８年度の学生収容定員 

   〔別表に記載〕 

 

（２）教育内容等に関する目標を達成するための措置 

○ アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的

方策 

（ⅰ）学士課程 

① オープンキャンパスやホームページの内容を充実させ、アドミッショ

ン・ポリシーや入試情報を周知するとともに、地域医療に関心を持つ受

験者を増やすために高校訪問、大学説明会を積極的に推進する。 

② アドミッション・ポリシーに沿った学生を確保するために、新ＡＯ入

試（通称「ななかまど入試」）の選抜方法・実施内容等を検証し、工夫改

善を図る。 

③ 上記②の検討と併せて、アドミッション・ポリシーに沿った人材を受

け入れるという観点から、一般入試（前期・後期）及び編入学における
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選抜方法・実施内容を検証し、工夫改善を図る。 

（ⅱ）大学院課程 

大学院進学を勧めるためのＰＲ活動を積極的に行う。 

○ 教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策 

（ⅰ）学士課程 

① 入学初期のアーリーエクスポージャー教育として、医療施設、介護施

設、心身障害児施設等において、患者・施設利用者の目線に立った対話

や介護等を体験させることで、温かな心を持った医療職者を育成するた

めの実習をさらに充実させる。 

② 医学・看護学の基礎教育としての適正性、コア・カリキュラム等との

整合性、及び基礎から応用までをカバーする知識の一貫性という観点か

ら、全カリキュラムの見直しに向けて調査し、検討を開始する。 

③ 地域や僻地医療に情熱と関心のある医療職者を育成するため、地域・

僻地医療教育実践センターを中心に、僻地医療実習を円滑に推進する。 

（ⅱ）大学院課程 

① 平成１８年度末までに、生命倫理に関する医学セミナーを導入する。 

② 平成１８年度末までに、専門領域を横断する統合セミナー、海外から

の研究者による特別セミナーを導入する。 

③ 英文論文執筆に関する特別講義の導入について検討を開始する。 

○ 授業形態・学習指導法等に関する具体的方策 

① リメディアル（補習）教育科目を充実させる。 

② 学生の自学自習の態度を育成する「チュートリアル教育」を充実させ

る。 

③ 医療に関するモチベーションを高めるための早期体験実習を推進する。 

④ 医療・福祉施設等における実習や診療参加型臨床実習を充実させる。 

⑤ オンライン英語学習システムの利用を促進する。また、海外からの医

療従事者の来訪時に、シンポジウム等を開催し、国際的なコミュニケー

ション能力を育成する。 

○ 適切な成績評価等の実施に関する具体的方策 

① 科目ごとの成績評価基準をシラバスに掲載する。 

② 学業成績の優秀な学生を表彰する。 

 

（３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

○ 適切な教職員の配置に関する具体的方策 

① 一般教育担当教員の基礎教育及び大学院教育への参加により、学部教

育・大学院教育の充実を図る。 
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② 講座及び学科目の再編・統合による教育支援体制の整備を検討する。 

○ 教育内容の検討を行うための組織体制 

研究戦略・教育支援室において、特色ある教育支援体制を引き続き検討す

る。 

○ 教育に必要な施設・設備、図書館、情報ネットワーク等の活用・整備の

具体的方策 

① 図書館の設備の充実に努め、利便性を高める。 

② 教育環境の整備と教育方法等の改善を図るため、引き続き講義室等に

マルチメディア教育設備を整備する。 

 ○ スキルズ・ラボラトリーの利用の充実を図る。 

○ 教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげるための具体的な方策 

① 「学生による授業評価」の信頼性を統計解析等により評価する。 

② 平成１７年度に創設した顕彰制度について職員に広く周知するととも

に、教育、研究及び診療活動等の活性化を推進するため、特に顕著な功

績があったと認められる職員を表彰する。 

 

（４）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

○ 学習相談・助言・支援の組織的対応に関する具体的方策 

① 何でも相談窓口や学年担当教員制度の周知徹底と活用を促進する。 

② 大学院における相談員制度の周知徹底と活用を促進する。 

○ 生活相談、健康相談等に関する具体的方策 

① 実習参加学生に対する各種感染予防や放射線取扱いなどの健康指導を

推進する。 

② 健康診断受診率の向上のためのＰＲ活動や義務付けを推進する。 

③ 禁煙に関する相談、カウンセリングやセクハラ・アカハラの相談体制

を充実させるとともに、啓発活動を推進する。 

○ 留学生に対する配慮 

① 留学生に対し修学支援体制を充実させる。 

② 留学生の住宅環境及び生活環境の向上に努める。 

 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

  研究の推進に関して、研究グループ（関連大学院専攻系、関連講座等）は、

それぞれ協力し質の高い研究を効率良く行う事を目指し、研究推進に対し必

要な競争的資金の獲得・研究成果に関するパテント等の取得などに努め、研

究成果を順次公表する。 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 
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○ 目指すべき研究の方向性 

① 独創性のある生命科学の研究を推進する。 

② 地域に関連のある疾患の研究を推進し、健康増進に役立てる。 

○ 重点的に取組む領域 

① 高次機能維持・遺伝子発現制御・難治性疾患制御の分子基盤の研究を

引き続き推進する。 

② 地域に関連のある感染性疾患・アレルギー性疾患・寒圏医学等に関す

る調査研究及び病態解明に関する研究を継続する。 

③ 遠隔医療システムの更なる高質化を図るとともに、幅広いネットワー

クを形成し、国内外の遠隔医療の推進に努める。 

○ 成果の社会への還元に関する具体的方策 

① ホームページに掲載した学内の研究情報を、随時更新する。 

② リエゾンオフィスの設置に向けて、引き続き検討する。 

③ 引き続き、民間企業等との共同研究等を推進する。 

○ 研究の水準及び成果の検証に関する具体的方策 

① 研究の水準及び成果を、論文数・インパクトファクター等により客観

的に検証する。 

② 地域社会貢献型の研究について、平成１７年度に確立した検証方法に

基づき検証する。 

 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置 

○ 研究戦略・教育支援室を充実させ、研究戦略にかかわる企画・立案・推

進などの支援を行う。 

○ 研究活動の評価及び評価に基づく奨励制度の導入 

① 点検評価室で実施した研究活動に係る自己評価（平成１６年度～平成

１８年度）に対する外部評価の実施に向け検討する。 

② 各講座等より提出される研究活動の報告及びその審査に供する基準の

見直しを行う。また、傾斜配分の重み付けの程度について再検討を行う。 

③ 平成１７年度に創設した顕彰制度について職員に広く周知するととも

に、教育、研究及び診療活動等の活性化を推進するため、特に顕著な功

績があったと認められる職員を表彰する。 

○ 中央研究施設による研究支援体制を見直し・整備・充実を図る。 

○ 外部資金の獲得、知的財産管理等に係る具体的方策 

① 外部資金獲得のため、「独創性のある生命科学研究」を選定し、それに

対し、学内で当該研究への参画研究プロジェクトを公募し研究班を形成

する。 
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② 文部科学省科学研究費補助金の申請を各教員１件以上行い、採択率の

向上に努める。 

③ 厚生労働科学研究費補助金、ＣＲＥＳＴ、ＮＥＤＯ等の申請について、

学内研究プロジェクトは積極的に申請を行う。 

④ 知的財産創出手法、特許の出願や利益相反問題等への対応など、知的

財産に関する学内啓発を行い、知的財産の計画的創出を図る。 

 

３ その他の目標を達成するための措置 

（１）社会との連携、国際交流等に関する目標を達成するための措置 

○ 地域の医療従事者に対する生涯学習サービスの実施 

① スキルズ・ラボラトリーを地域医療従事者の技能の向上・維持のため

に開放する。 

② 遠隔医療センターのシステムを用いた学外の医療機関へのリアルタイ

ムでの医療技術指導、画像診断及び病理診断サービスを拡充する。 

③ ホームページにより医薬品情報の発信を充実する。 

○ 地域住民への予防・健康医学等の啓発活動及び学習の場を提供する。 

① 年２回以上の公開講座を開催する。 

② 住民の要請に応じて講師を派遣する「旭川医科大学派遣講座」の内容

を充実させる。 

○ 社会人への教育上の配慮の促進 

① 夜間や夏季・冬季の休業期間中の研究指導等の配慮を継続する。 

② 平成１７年度に大学院修士課程に長期履修コースを導入済みであり、

今後とも社会人の勉学環境に配慮する。 

③ 医師・看護師以外の専門家を養成するための医科学専攻大学院に関す

る情報を入手し、設置の可能性について引き続き検討する。 

④ 初期卒後臨床研修終了後の病院勤務医に対して、博士課程（夜間開講）

入学を積極的に勧める。 

○ 図書館の地域医療従事者への２４時間開放の実施に向けて、昨年度に続

き検討する。 

○ 国際的な交流や留学生の受け入れについての体制整備 

① 国際交流企画推進室において、外国大学等との学術交流・留学生交流

の一層の推進に努める。 

現在実施されている講座等での国際交流実績に基づいて諸外国大学等

との姉妹校提携について引き続き推進する。 

② 外国人研究者や留学生の宿泊施設を含めた国際交流センターの設置を

検討する。 
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○ 発展途上国への研究・教育・技術供与を行う。 

 

（２）附属病院に関する目標を達成するための措置 

○ 患者本位の医療の充実・推進 

① 平成１７年度で、再開発も全て終了し、今後は、臓器別・系統別の診

療体制が、患者に対して機能的な役割を果たしているか、継続的な検証

を行い、医療の質の向上に努める。 

② 臓器別専門医療間の緊密な連携を図り、総合的医療の充実による全人

的医療を目指す。 

③ 患者から、医療サービスの評価を受ける等、患者参加型の医療を充実

させる。 

④ 救命救急センターの設置を検討する。 

⑤ 平成１７年度には、緩和医療専門外来を設置する等、取り組みとして

は一定の成果を上げており、今後も、継続的に医療の質の向上を図る。 

⑥ 病院給食の更なる充実を図ることで、質の向上を目指す。 

○ 診療支援体制の整備 

① 平成１６年度から、診療支援体制の整備の一環として、物流部門にお

ける物品マスター管理の拡大等、物流管理システムの充実を図ってきた。 

    今後は、平成１７年度に導入した手術部等の物品管理システムとの連

携を進め、コスト分析機能を高めるなど、運用面の更なる充実を図る。 

② 地域医療総合センターとして、各部署が機能・効率的に地域医療に貢

献しているか検証を行う。 

③ 遠隔医療システムの更新にともない、ネットワークを含めた新たな技

術の開発を推進する。また、医療情報インテリジェントデータベースシ

ステムの開発に着手する。 

④ 医療技術の水準を向上させるため、高度先進医療にかかる設備等につ

いて、継続的な計画のもと充実を図る。 

○ 高度先端医療の開発・提供 

① 高度な医療技術の開発や、患者のニーズに対応した高度先進医療を提

供するため、高度先進医療専門委員会を中心に、医療技術水準の向上を

図り、新たな診断・治療・医療技術等の開発を推進する。 

② 平成１７年度に引続き、疾患別治療コスト分析と最適な治療計画（ク

リニカルパス）立案を支援するシステムの構築を図る。 

○ 病院情報の公開と情報管理 

① 病院情報として、診療科、部門別の診療実績等をホームページ上にお

いて公開する。 
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② 病院情報管理システムにおけるセキュリティ管理の点検を行い、改善

に向けた具体策を検討する。 

○ 医療の質やサービスに対して自己評価や外部評価による評価制度の検討 

① 病院機能モニター委員会による、定期的、継続的な自己点検の実施に

より、病院機能状況を把握し、恒常的な医療の質の向上を図る。 

② 目標・計画にかかる自己点検を実施し、病院運営の改善等に反映させ

る。 

③ 評価結果については、院内外に周知・公表する。 

○ 安全管理（リスクマネジメント）体制の整備 

① 医師、コ・メディカルの勤務体制の見直しと、安全管理からみた人員

配置の適正化の検討を、継続的に行う。 

② 安全な医療を提供するため、既存の安全管理体制が十分な機能を果た

しているか、具体化した安全予防策の検証・評価をするとともに、更な

る、機能強化の充実を図る。 

○ 医療従事者等の教育・研修の充実 

① 臨床研修の第１期生が終了したことにともない、研修プログラムや研

修内容の総括を行い、プログラムの充実を目指す。 

   また、専門医の養成を目的とした、高度な専門医療知識、技術修得のた

めの専門臨床研修を開始するとともに、後期卒後臨床教育体制を整備する。 

② 引き続き、院内の医師、コ・メディカル等職員の生涯教育として、各

分野における専門的な生涯教育を行う。 

③ 職員の意識向上を目的として、接遇、経営戦略等に係る研修を実施す

る。 

④ インターネットを介した「北海道メディカルミュージアム」を利用し、

道内の医療従事者や住民に対し、身近な医療に関する知識や情報を提供

する。 

○ 病院長補佐体制の強化 

① 健全な病院経営を目的に、経営企画部の更なる体制を強化させるとと

もに、病院経営戦略として、将来を見据えた基本計画を提案することで、

病院長の補佐体制を充実させる。 

② 迅速な意志決定をするためには、より十分な補佐体制が必要であり、

医師のみでなく看護部や各部門等、専門性を考慮した人材登用も視野に

入れる等、必要に応じて見直しを行うことで、病院長補佐体制の強化を

図る。 

○ 自己収入の増加 

① 従来の自費診療に加えて、セカンドオピニオン外来を新設する等で、
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増収策を図る。 

② 高度先進医療を積極的に提供する他、光学医療診療部及び理学療法部

を設置することで、増収策を図る。 

③ 病院管理会計システムを利用し、各部門毎の仔細な情報を分析・提示

することで、病院職員としての意識改革を図る。 

④ 地域医療総合センターにおける、地域医療連携室の役割分担を明確化

し、機能をより強化させることで、病院収入の増加を図る。 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

 ○ 学長を中心とした役員会等の構成員、規模等運営体制の改善点、問題点

を検証し、必要に応じ見直しを行う。 

 ○ 各種委員会の見直しを行い、必要に応じ構成員に事務職員を加え、委員

会等の運営改善を図る。 

○ 適正な経営戦略に立った学内資源配分の体制の下、効率的な設備投資等

を行う。 

 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

 ○ 教育研究組織の見直しの方向性 

   将来構想検討委員会で取りまとめた教育研究組織の見直しの方向性に係

る基本方針に基づき、その具体化について、引き続き検討する。 

 

３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

○ 教育研究分野の職への任期制導入に伴う教員の評価法を検討する。 

○ 保育所を設置するなど、女性教員の割合を増加させる方策を検討する。 

○ 法人間での教員の流動化を図るため、人事運営上の条件整備について検

討する。 

○ 職員の適性を考慮し、専門的能力を有した人材を育成する。また、組織

及び職員個々の活性化のため、他機関との人事交流を積極的に行う。 

○ 教室系事務職員の事務局への配置換を３年計画の１年目として開始する。 

○ 接遇研修及び監督者研修を含む各種研修に積極的に参加させ、職員の資

質の向上を図るとともに、研修指導者を早急に養成する。 

 

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

○ 事務組織の見直しを図り、必要に応じて再編・統合するなどの体制を整

備し、職員の効率的配置を進める。 
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○ 業務の外部委託等について引き続き調査及び検討を行い、積極的に推進

する。 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

① 競争的資金獲得のため、文部科学省科学研究費補助金の申請を各教員

１件以上行う。 

② 外部資金獲得増加の方策として、教育・研究の支援を目的とした募金

活動を継続する。 

③ 公募外部資金に関する応募対象者に対する相談体制を強化するととも

に、説明会を行う。 

 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

○ 事務組織の再編・事務等の効率化により、管理的経費の抑制に努める。 

○ 総人件費改革の実行計画を踏まえ、概ね１％の人件費の削減を図る。 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

○ 資産の効率的・効果的運用を図るための具体的方策 

   共同利用施設の研究用スペース等に対する課金制度を導入し、施設の有

効利用を促進する。 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するた

めの措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

○ 点検・評価の結果を大学運営に反映させる。 

○ 教員の持つ適性、特性の調査を進め、教員評価システムを導入する。 

○ セクシュアル・ハラスメントの防止、アルバイトを含む兼業の許可、産学

連携の相手との関係などについて、教職員・学生の遵守すべきガイドライン

を学内外に周知・公表する。 

 

２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置 

① 認証評価機関等が構築するデータベースとの連携を視野に入れたデー

タベース化を推進する。 

② 大学と社会の間の連携機能を強化するために、大学のホームページを

さらに充実させる。 
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置 

○ 平成１８年度実施予定の既存施設の耐震診断結果を考慮し、必要に応じ

てキャンパスマスタープランの見直しを行う。 

○ 施設の有効利用、効率的運用を実施する。 

① 教育施設・研究施設・共通施設等に適正なスペース配分を行う。 

    従前の画一的な面積の配分を見直すことにより、各分野の教育研究の

特性に応じた弾力的な施設の活用を図るとともに、プロジェクト型の研

究や競争的資金による研究のためのスペースを確保する。 

② 施設・設備利用管理システムを構築し、施設の有効利用をより促進す

る。 

○ 施設マネジメント室において施設の適切な管理を進めるため、施設設備

の管理体制計画を作成する。 

○ バリアフリーを促進し、障害者や高齢者等に配慮した施設へ整備する。 

 ○ 作成した計画に基づき、予防的な施設の点検・保守・修繕を実施する。 

 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

 労働安全衛生法等を踏まえた安全管理・健康管理に関する具体的方策 

（１）教職員・学生の安全・健康に関する具体的方策 

○ 有害物質・有害エネルギー取扱、実験・医療装置類取扱、廃棄物処理等

に関し、適正な管理を行う。 

○ 教職員の特殊健康診断対象者を随時見直す。 

 

（２）有害物質・有害エネルギー等の適正管理に関する方策 

○ 平成２１年度末を目途に、薬品類の購入・保管・共用・廃棄等の薬品安

全管理運用システムの構築について検討する。 

 

Ⅵ 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

別紙参照 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

○ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額 

      １５億円 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる
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対策費等として借入れすることも想定される。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

病棟・診療棟改修及び基幹・環境整備に必要となる経費の長期借り入れに

伴い、本学病棟・診療棟の敷地及び建物について、担保に供する。 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

○ 決算において剰余金が発生した場合は、以下の使途に充てる。 

（１）教育・研究及び医療の質の向上（施設・設備の充実、要員等の整備） 

（２）組織運営の改善 

（３）若手教職員の育成 

（４）学生及び留学生等に対する支援 

（５）国際交流の推進 

（６）産学官連携及び社会との連携の推進 

（７）福利厚生の充実 

 

Ⅹ その他 

１ 施設・設備に関する計画 

（単位 百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財 源 

・アスベスト対策事業 

 

・小規模改修 

 

総額 

１３０ 

施設整備費補助金   （ ９７） 

長期借入金      （  ０） 

国立大学財務・経営センター 

施設費交付金     （ ３３） 

 

（注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状況等を勘案した施設・

設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加されること

もあり得る。 

 

２ 人事に関する計画 

１ 平成１７年度に教育研究分野の職に導入した任期制について、教員に周

知徹底する。 

２ 職員の適性を考慮し、各種研修に積極的に参加させるなど、専門的能力

を有した人材を育成する。 

３ 組織及び職員個々の活性化のため、国立大学法人等他機関との人事交流
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を積極的に行う。 

 

（参考１）平成１８年度の常勤職員数   ７２２（６８）人 

また、任期付職員数の見込みを１３６人とする。 

※（ ）は、任期付看護職員数で外数 

※任期付職員１３６人は、任期制適用教員で外数  

 

（参考２）平成１８年度の人件費総額見込み  ８，１０４百万円 

 

（別紙） 

○予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

（別表） 

○学部の学科、研究科の専攻等の名称と学生収容人数 

 

 



Ⅵ．予算（人件費見積含む。）、収支計画及び資金計画

１．予　算

（単位：百万円）

収入

運営費交付金

施設整備費補助金

国立大学財務・経営センター施設費交付金

自己収入

授業料、入学金及び検定料収入

附属病院収入

雑収入

産学連携等研究収入及び寄附金収入等

目的積立金取崩

計

支出

業務費

教育研究経費

診療経費

一般管理費

施設整備費

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等

長期借入金償還金

計

〔人件費の見積り〕

期間中総額　８，１０４百万円を支出する（退職手当は除く）。

（うち、総人件費改革に係る削減の対象となる人件費総額６，０８９百万円）

『「施設整備費補助金」のうち、平成１８年度当初予算額０百万円、前年度よりの繰越額

　９７百万円』

【注】「予算」における収支不均衡について

　　「　病　院　」

（収入） 19,649 － （支出） 19,988 ＝ △ 339

・理　由

　　資本剰余金取崩による附属病院の設備購入予定額（３３９百万円）

区 分 金 額

12,950
620

97

12,213
117

5,264

33

19,988

130
637

1,519

3,578
13,129

995

637

19,649

16,707

668
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２．収支計画

（単位：百万円）

費用の部

経常費用

業務費

教育研究経費

診療経費

受託研究経費等

役員人件費

教員人件費

職員人件費

一般管理費

財務費用

雑損

減価償却費

臨時損失

収益の部

経常収益

運営費交付金収益

授業料収益

入学金収益

検定料収益

附属病院収益

受託研究等収益

寄附金収益

財務収益

雑益

資産見返運営費交付金等戻入

資産見返寄附金戻入

資産見返物品受贈額戻入

臨時利益

純利益

目的積立金取崩益
総利益

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。

27

-278 
668

12,213
213
379
0

32

247
4

288
0

390

5,241
518
56

1
1,286

0

19,218

2,775
5,618
450
428

1,420
7,133
213
172

区 分 金 額

19,496
17,331
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【注】「収支計画」における損益不均衡について

　　「　病　院　」

（経常収益） 19,218 ＋ （目的積立金取崩益） 668 － （経常経費） 19,496 ＝ 390

・理　由

　　１．プラスの要因

　　　　① 収入の附属病院収益のうち長期借入金償還金と費用の財務費用（支払利息）との差

1,519 － 427 ＝ 1,092

　　　　② 診療経費に係る固定資産取得予定額

259

　　２．マイナスの要因

　　　　① 減価償却費と資産見返戻入の差

1,285 － 324 ＝ △ 961

　　３．結果

1,092 ＋ 259 － 961 ＝ 390
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３．資金計画

（単位：百万円）

資金支出

業務活動による支出

投資活動による支出

財務活動による支出

翌年度への繰越金

資金収入

業務活動による収入

運営費交付金による収入

授業料・入学金及び検定料による収入

附属病院収入

受託研究等収入

寄附金収入

その他の収入

投資活動による収入

施設費による収入

その他の収入

財務活動による収入

前年度よりの繰越金

［注］施設費による収入には、独立行政法人国立大学財務・経営センターにおける施設費交付事業

　　に係る交付金を含む。

【注】「資金計画」における収支不均衡について

　　「　病　院　」

（資金収入） 20,606 － （資金支出） 20,945 ＝ △ 339

・理　由

　　資本剰余金取崩による附属病院の設備購入予定額（３３９百万円）

793
1,519
981

区 分 金 額

17,652
20,945

20,606
18,788
5,264
590

0
1,688

12,243
211
364

0

116
130
130
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別表（学部の学科、研究科の専攻等）

医学部 医学科 ５９０人
（うち医師養成に係る分野　５９０人）

看護学科 ２６０人

医学系研究科 細胞・器官系専攻 ３６人
　うち修士課程　　０人
　　　博士課程　３６人

生体情報調節系専攻 ５６人
　うち修士課程　　０人
　　　博士課程　５６人

生体防御機構系専攻 ２０人
　うち修士課程　　０人
　　　博士課程　２０人

人間生態系専攻 　８人
　うち修士課程　　０人
　　　博士課程　　８人

看護学専攻 ３２人
　うち修士課程　３２人
　　　博士課程　　０人

�
�
�
�
�
�
�
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
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